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問題１

本問は、刑訴法 312 条 1 項による訴因の追加の可否に関する出題である。同法

312 条 1 項は、裁判官は「公訴事実の同一性の範囲内において」検察官の訴因

変更・追加の請求を許可しなければならないと規定しているため、同条にいう

「公訴事実の同一性」の解釈が問題となる。問２は、訴因変更の可否をめぐる

問題である。刑訴法３１２条１項は「公訴事実の同一性」の範囲内であれば、

裁判所は検察官による訴因変更請求を認めなければならないとしており、ここ

では新旧の両訴因が公訴事実の同一性の範囲内にあるかどうかが問題となる。

公訴事実の同一性の判断において、判例は、①両訴因の基本的事実関係が共

通であること基準とし、さらにその具体的な判定として、②両訴因が両立しな

い関係にあるかどうかに着目しており、本問の検討もこれを前提に行うことに

なる。

本問では、当初の訴因とは日時・場所を異にする覚せい剤の使用行為が新訴

因となっている。覚せい剤の使用罪は、各行為が一罪を構成し、複数回の使用

は併合罪の関係にあるとするのが実体法における通常の解釈である。そうだと

すれば、本件の両訴因は、刑罰権の関心事項として両立するものであるといえ、

公訴事実の同一性が否定されるようにもみえる。

しかし判例は、本問と同様の複数回の使用行為について、公訴事実の同一性

を肯定している（最決昭和６３・１０・２５刑集４２・８・１１００）。尿から

覚せい剤が検出可能な期間における複数回の使用行為が観念できる場合であっ

ても、検出された覚せい剤成分がいつの使用行為によるものであるかを特定す

ることが物理的に不可能である以上、検察官は、検出可能期間に対応する最終

使用行為の１回のみを起訴したものと解するほかないのであるから（そうであ

るからこそ、訴因の特定において概括的記載が許される）、新旧両訴因を基礎づ

ける証拠が同一の、尿から検出された覚せい剤である場合には、両訴因に向け

た刑罰関心は同一であり、２つの訴因は非両立の関係にあるとみるべきとの考

えによるものである。

本問の事案も、判例と同様に、Ｘの尿から検出された覚せい剤成分について、

Ｘの自白に基づいて日時等を特定して起訴したところ、公判においてＸが使用

日時・場所に関する供述を改めたことから、新たな使用日時・場所に合わせて

訴因を予備的に追加しようとするものである。したがって、判例の考え方によ

れば、基本的事実が同一であるとして公訴事実の同一性が肯定されることにな

ろう。



第 2 問

本問は起訴前の勾留と起訴後の勾留について、条文に則してその異同を整理

し説明することを求めるものである。起訴前の勾留については、207 条 1 項に

よって起訴後の勾留の規定が大幅に準用されることになるが、異なる点として

は、①保釈の有無（207 条 1 項但書）、②勾留期間および延長（208 条、208 条

の 2）、③勾留の主体（205 条 1 項：起訴前は「裁判官」である）、④接見指定（39

条 3 項）などがある。


